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老発 1130 第１号  

保発 1130 第２号  

令和５年 11月 30日 

 

都道府県知事 

市町村長 

地方厚生（支）局長 

社会保険診療報酬支払基金理事長 

国民健康保険中央会理事長 

 

厚 生 労 働 省 老 健 局 長 

〔 公 印 省 略 〕  

厚 生 労 働 省 保 険 局 長 

〔 公 印 省 略 〕  

 

 

療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する命令及び介護給付費

及び公費負担医療等に関する費用等の請求に関する命令の一部を改正する命令

等の公布について 

 

 本日付で、療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する命令及

び介護給付費及び公費負担医療等に関する費用等の請求に関する命令の一部を

改正する命令（令和５年内閣府・厚生労働省令第８号。以下「改正命令」とい

う。）及び療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する命令第一

条第二項及び第三項並びに第七条第二項の規定に基づきこども家庭庁長官及び

厚生労働大臣の定めるもの及び療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請

求に関する命令第七条第三項の規定に基づきこども家庭庁長官及び厚生労働大

臣が定める様式の一部を改正する告示（令和５年こども家庭庁・厚生労働省告

示第４号。以下「改正告示」という。）が公布され、順次施行・適用すること

とされたところです。 

 改正の趣旨及び主な内容は下記のとおりですので、十分御了知の上、管内市

町村、関係団体、関係機関等への周知徹底を図り、その運用に遺漏なきようお

願い致します。 

 

記 

 

殿 
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第１ 改正の趣旨 

   保険医療機関・保険薬局の療養の給付又は公費負担医療に関する費用の

請求については、 

  ・ 電子情報処理組織の使用による請求又は光ディスク等を用いた請求

（以下「電子請求」と総称する。）により行うこととされ（療養の給付

及び公費負担医療に関する費用の請求に関する命令（昭和 51年厚生省令

第 36号。以下「請求命令」という。）第１条第１項）、 

  ・ レセプトコンピュータを使用していない保険医療機関・保険薬局及び

保険医療機関である診療所・保険薬局のうち電子請求の義務化時点にお

いて常勤の保険医・保険薬剤師の年齢が 65歳以上であるものであってそ

の旨を期日までに届け出たものは、書面による請求を行うことができる

とされている（請求命令第５条第１項及び第６条第１項）。 

   また、介護サービス事業所・施設等の介護保険給付又は公費負担医療に

関する費用の請求については、電子請求により行うこととされている（介

護給付費及び公費負担医療等に関する費用等の請求に関する命令（平成 12

年厚生省令第 20号。以下「介護請求命令」という。）第２条）。 

   今般、これらの療養の給付に関する費用の請求方法等について、「オン

ライン請求の割合を 100％に近づけていくためのロードマップ」（令和５年

３月 23日社会保障審議会医療保険部会）及び「デジタル原則を踏まえたア

ナログ規制の見直しに係る工程表」（令和４年 12月 21日デジタル臨時行政

調査会）において見直しを行うとされたことを踏まえ、必要な改正を行う

もの。 

 

第２ 改正の主な内容 

１ フレキシブルディスク等の記録媒体を指定する規定の見直し 

   請求命令及び介護請求命令において「光ディスク等」を、光ディスクに

準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物と定義

し、これに含まれるものとして具体の媒体名によって規定していた「フレ

キシブルディスク」を削除すること。（請求命令第１条第１項及び介護請

求命令第１条第１項） 

 

２ 請求命令に規定する請求方法の見直し 

（１）光ディスク等を用いた請求について 

  ア 療養の給付等に関する費用の請求方法から削除すること。（請求命令

第１条） 

  イ 令和６年３月 31日以前の直近に行った療養の給付等に関する費用の請



3 

求が光ディスク等を用いた請求であった保険医療機関・保険薬局は、令

和６年９月 30日までの間、光ディスク等を用いた請求を行うことができ

るものとすること。（請求命令附則第３条の２第１項） 

  ウ 令和６年９月 30日以前の直近に行った療養の給付等に関する費用の請

求が、光ディスク等を用いた請求であった保険医療機関・保険薬局のう

ち、あらかじめ、電子情報処理組織の使用による請求に移行するための

計画を添えて、光ディスク等を用いた請求を行う旨を審査支払機関に届

け出たものは、届出を行うたびに、一年間に限り、光ディスク等を用い

た請求を継続することができるものとすること。（請求命令附則第３条

の２第２項及び第３項） 

 

 （２）書面による請求について 

  ア 療養の給付等の請求の特例を削除すること。（請求命令第５条及び第

６条） 

  イ 令和６年３月 31日以前の直近に行った療養の給付等に関する費用の請

求が書面による請求であった保険医療機関・保険薬局は、レセプトコン

ピュータを使用していない旨を、あらかじめ審査支払機関に届け出たも

のに限り、書面による請求を行うことができるものとすること。（請求

命令附則第３条の４） 

  ウ 令和６年３月 31日以前の直近に行った療養の給付等に関する費用の請

求が書面による請求であった保険医療機関・保険薬局のうち、表の左欄

の保険医療機関・保険薬局において診療又は調剤に従事する全ての常勤

の保険医又は保険薬剤師の生年月日が、それぞれ同表の右欄の日以前で

ある旨を、あらかじめ審査支払機関に届け出たものは、書面による請求

を行うことができるものとすること。（請求命令附則第３条の５第１項）  

レセプトコンピュータを使用している薬局 昭和 19年４月１日 

レセプトコンピュータを使用している診療所

（歯科に係る療養の給付費等の請求を行う場合

を除く。） 

昭和 20年７月１日 

レセプトコンピュータを使用している診療所

（歯科に係る療養の給付費等の請求を行う場合

に限る。） 

昭和 21年４月１日 

レセプトコンピュータを使用していない診療所

又は薬局 

  ※ ウの届出を行った保険医療機関・保険薬局において新たに診療又は調

剤に従事する常勤の保険医・保険薬剤師の生年月日がそれぞれ表の右欄

の日より後であるときは、遅滞なく審査支払機関に届け出なければなら
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ないものとすること。届出を行った保険医療機関・保険薬局は、当該届

出の日の属する月及びその翌月に限り、書面による請求を行うことがで

きるものとすること。（請求命令附則第３条の５第２項及び第３項） 

 

 （３）経過措置等 

  ア （２）イ及びウの届出は、令和６年４月１日前においても、その例に

より行うことができること。（改正命令附則第２条） 

  イ 改正命令による改正後の請求命令附則第３条の２第２項、第３条の４

第１項及び第３条の５第１項の規定に基づく届出及び計画の提出の詳細

等については、追って通知する予定であること。 

 

 ３ その他所要の改正 

  その他所要の改正を行うこと。 

 

４ 施行期日等 

 （１）改正命令の施行期日 

   改正命令は、公布の日から施行すること。ただし、第２の２（１）及

び（２）に定める事項並びに３に定める事項の一部は、令和６年４月１

日から施行するものとすること。（改正命令附則第１条） 

 

（２）改正告示の適用期日 

   改正告示は、令和６年４月１日から適用すること。（改正告示附則） 

 

 

以上 
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